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序　　　　　文

国際協力事業団（JICA）は、ブルガリア共和国政府の要請を受け、市場経済への転換を図る同

国にとって望ましい産業構造のあり方と、そのために必要な産業政策を明らかにし、具体的な産

業政策の策定につながる政策提言を行うため、平成 11 年 9 月から 3 年間の計画で、重要政策中枢

支援スキームによる協力を開始しました。

当事業団は、本協力プロジェクトの成果、効率性、自立発展性などの評価を行うとともに、ブ

ルガリア共和国をはじめとする中・東欧諸国の市場経済化における今後の協力を検討する指針を

得ることを目的として、平成 14 年 9 月 8 日から 22 日まで、一橋大学経済研究所所長 西村 可明

教授を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しました。本報告書はその調査結果を取りまと

めたものです。

本協力プロジェクトによる成果が、ブルガリア共和国の経済発展、円滑な市場経済への移行に

寄与すること、また、この報告書が、類似する状況にある国に対する協力を、さらに発展させる

ための良き教訓となることを祈念してやみません。

最後に、本協力プロジェクトの実施にご協力をいただいた関係各位に対し、心より感謝の意を

表します。

平成 15 年 3 月

国際協力事業団　　

理事　望月　　久　
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1－1．協力の背景と概要
1989年の共産主義体制崩壊後、ブルガリア共和国（以下、「ブルガリア」と記す）は中央集権

的な計画経済から市場経済への移行をめざし、経済発展のための良好な経済状況と産業構造を
築くための経済改革に着手してきた。しかし、同国経済は1997年までマイナス成長を記録し、
中欧諸国のハンガリーやチェコのように外国直接投資の誘致による経済成長を達成することが
できず、市場経済化を果たすためにはより一層の改革努力が必要とされていた。
このような背景の下、ブルガリア政府は日本政府に対し、同国における産業政策の策定･開発
にかかわる支援を要請した。

1－2．協力内容
我が国はブルガリアにおける産業競争力強化、中小企業振興、輸出振興を図るべく、同国の
産業政策の策定・開発に対する支援を行った。
（1）上位目標

競争力のある産業構造の構築に寄与する産業政策が継続的に開発・改善される。

（2）プロジェクト目標
①産業競争力強化、②中小企業振興、③輸出振興分野において、経済省及び他の関係機関
により、適切な産業政策の開発･改善が行われる。

（3）成　果
1．産業政策の策定が促進され、改善される。
2．①産業競争力強化、②中小企業振興、③輸出振興分野における産業政策を効率的に開発
するための手法が研究される。

3．産業政策を計画･開発するためのカウンターパート職員の実践的な技術が向上する。

（4）投入（評価時点）
日本側：
長期専門家派遣 4名 機材供与　　759万1,000円
短期専門家派遣 19名
研修員受入れ 6名
国別特設研修 8名
相手国側：
カウンターパート配置 6名
土地・施設提供�

協力期間

分野：計画・行政

1999年9月30日～
2002年9月29日

所轄部署：アフリカ・中近東・欧州部�
中近東欧州課�

1．案件の概要

援助形態：個別専門家チーム派遣

国名：ブルガリア共和国 案件名：産業政策

協力金額：2億1,600万円

日本側協力機関：経済産業省

他の関連協会：個別専門家派遣「品質・生産管理」、「外国投資促進」�

先方関係機関：経済省、輸出振興庁、中小企業振興庁

評価調査結果要約表�



担当分野　　　氏　名　　　　　　　　　　　　所　属�
団長／総括　　西村　可明　　一橋大学経済研究所 所長�
評価企画　　　水口　　大　　　国際協力事業団 アフリカ・中近東・欧州部 中近東･欧州課�
評価分析　　　高沢　正幸　　株式会社レックス・インターナショナル 開発計画コンサルタント�

2．評価調査団の概要

3．評価結果の概要

調査者�

調査期間� 評価種類：終了時評価�2002年9月8日～2002年9月22日�

3－1．評価結果の要約
（1）妥当性

ブルガリア産業の競争力強化に寄与する産業政策の改善というプロジェクト目標は、“Na-
tional Economic Development Plan 2000-2006”や“Industry 2002 Program”にて優先分野とされ
ており、その優先度の高さはプロジェクト開始時期と変わっていない。本プロジェクトは、
この優先度に従い計画されたものであり、ブルガリアのニーズに応えるものであった。また、
コメコン市場を失った同国は新たな市場開拓による経済発展をめざす必要があり、「産業競
争力強化」「輸出振興」「中小企業振興」の分野選定は妥当といえる。しかしながら、日本側
はこのニーズに則して、計画どおり、適時に適切な専門家を派遣することができなかった。
その意味で、プロジェクトの概念的枠組みの妥当性はある程度確保されると思われるものの、
具体的な計画・活動のレベルにおいては、ニーズに対する妥当性を欠いたといえる。ただし、
プロジェクトの後半に３回派遣された短期専門家「経済政策アドバイザー」の活動・提言は、
本質的な政策支援としてブルガリア側に高く評価され、プロジェクト活動の妥当性を立て直
す適切な投入となった。

（2）有効性
プロジェクトの主要３分野において、日本側の直接的な協力による政策形成が目に見える

形で確認されないことから、期待されたプロジェクト目標まで十分に到達しなかったと判断
される。カウンターパートは産業政策策定の基礎となる情報を収集し、取りまとめる技術・
手法をある程度習得したが、そこから分析を行い、独自に政策を策定できるレベルには到達
していない。ただし、本プロジェクトの成果は間接的に、今後適切な産業政策の策定を実現
するうえで重要な蓄積となっており、効果的な政策策定に至る素地をつくり上げることに貢
献したといえる。

（3）効率性
投入量と比較した成果の達成状況から、プロジェクト全体の効率性は低いと思われる。長

期専門家の派遣時期と関連する短期専門家の派遣時期を重ねることができなかったため、長
期専門家の支援が得られず、結果として単発的な派遣も見られた。カウンターパートの訪日
研修は、市場経済下のビジネス環境を研修者が直接知るうえで非常に有効であった。ただし、
より高い効果を生むために、ブルガリア政府による研修者の選考について改善する必要があ
る。

（4）インパクト
最終的な便益者(企業、輸出事業者、中小企業事業者)への効果は本調査では確認できなか
った。これはそもそも政策支援という目標の達成度が低いこと、政策支援という性質上、効
果が現れるまである程度の時間を要することから検証が困難である。しかし、今回のプロジ
ェクトの成果として技術的定着度の高い各種政策ツールの開発は、将来の産業政策の形成に
継続的な好影響を及ぼす可能性がある。�
プロジェクト活動を通じて発行された輸出業者名鑑、ブルガリア国内の輸出業者のカタロ

グ等が正の効果を生んでいる。これらの出版物の発行により、外国企業が輸出振興庁(BTPA)
に対してブルガリアの企業を紹介するよう尋ねた件数はおよそ1,000から2,000に増加した。

（5）自立発展性
プロジェクト目標が十分達成されていないため、産業競争力強化、中小企業振興、輸出振

興の政策策定の成果レベルでの自立発展性は、終了時評価調査の段階では検証できない（た
だし、信用保証制度、事業推進銀行（BEB）の役割の強化等が近日中に採用される可能性はあ
る）。しかし、カウンターパートは、プロジェクトを通じて、政策策定のために必要な情報
を収集・分析する必要性を認識し、実際にブルガリア製造業の概要、輸出業者名鑑、輸出業
者カタログ等の作成能力を習得している。これら活動の継続は技術的にも可能と思われる。
ただし、継続するためには政府からの財政支援が必要である。なお、同国の政策はいまだ大
臣や次官など省庁の高レベルにおいて策定されており、ボトムアップによる政策立案が制度
化されていないことから、政策の継続性が保証されるものではないが、プロジェクトで得ら
れた具体的手法や成果物は職員レベルに蓄積されており、その持続性は高い。



3－2．効果発現に貢献した要因
（1）計画内容に関すること　該当なし
�
（2）実施プロセスに関すること
以下の２点が効果発現に貢献した。
1）産業統計調査の導入、輸出振興にかかわる具体的活動(輸出業者名鑑、ブルガリア国内産
業情報CD-ROM、潜在的下請け企業名鑑などの作成)がカウンターパート自身のキャパシテ
ィービルディングにつながった。

2）経済政策アドバイザーとして派遣された短期専門家による経済政策助言（中小企業信用
保証制度の設立、世界銀行の融資活用に関する意思決定など）が大臣、副大臣など上位レ
ベルのカウンターパートの貢献につながった。

3－3．問題点及び問題を惹起した要因
（1）計画内容に関すること

プロジェクトの開始当初、ブルガリア側は日本側が直接的に産業政策の策定を行うことを
期待していたが、日本人専門家は直接政策策定活動を行うよりも、カウンターパートの人材
育成に重点を置いた。この基本的業務指針に関する双方に認識のズレが、プロジェクトの効
率性及び目標達成度の低下に少なからず影響を及ぼしたと思われる。

（2）実施プロセスに関すること
1）日本側の長期専門家派遣の遅延、及びブルガリア側カウンターパート配置の不備、また
プロジェクト実施期間中の政権交代が、共通目的の共有が不可欠であるプロジェクトチー
ムの形成に支障を来した。

2）日本側のプロジェクト運営体制が不十分であり、効果的なモニタリングと柔軟な対応が
できなかった。

3－4．結　論
合同評価チームは、プロジェクトが経済省や関係機関のために、政策作成、政策の計画手法の

開発、カウンターパートの実用的技術の改善にある程度貢献をしていると判断し、プロジェクト
は予定どおり、2002年9月をもって終了することで合意した。
プロジェクト目標が十分達成され得なかったという評価は、目標そのものが高度なものではあ

ったが、総合的で論理的な産業政策が、3分野の長期専門家がかかわって目に見える形で作成され
なかったことによる。プロジェクト目標レベルでは、唯一、短期専門家「経済政策アドバイザー」
の政策提言がこれに値するものとして考慮される。ただし、政策のツール開発(輸出業者名鑑、輸
出振興宣伝用CD-ROM、潜在的下請け企業名鑑などの作成)にかかる手法については高い技術定着
度を見せ、人材育成の面では大きく貢献した。

３－５．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
（1）プロジェクトに関係する諸官庁(経済省、中小企業振興庁、輸出振興庁)は、本件プロジェク
トで開始された産業調査、ブルガリア製造業の概要、輸出業者カタログ等の発行を続け、こ
れらを製作するうえで取得した手法を産業政策の作成に活かすべきである。

�
（2）上記関係諸官庁は、習得した経験･知識を他の関係者に普及させ、人材育成の強化を図る必
要がある。

�
（3）公共セクターと民間セクター間の情報交換･対話は、より優れた産業政策を作成するうえで
継続的に行っていくべきである。

�
（4）日本側は、今後２回の実施が予定されている国別特設研修「ブルガリア産業政策」コース
の内容につき、ブルガリア側と事前に協議すべきである。

３－６．教訓(当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運
営管理に参考となる事柄)

（1）本件のような知的支援においては、高度なニーズに対応できる専門家の資質が重要となる
ため、適時に最適な人材を派遣できる人選体制をあらかじめ整える必要がある。

�
（2）プロジェクトの概要は、計画段階から日本側と受益国側との間で、徹底して共有される必
要がある。このため、上位目標、プロジェクト目標、成果、活動等を、PDMを使って説明し
ておく必要がある。

�
（3）プロジェクトの効率的な運営・モニタリングのため、現地において計画段階から合同調整
委員会を組織し、プロジェクト活動の進捗につき定期的な協議を行う体制を整えるべきである。

３－７．フォローアップ状況
　ブルガリア経済省の一層のキャパシティービルディングを図るべく、国別特設研修「ブルガリ
ア産業政策」コースを2003年度、2004年度に実施予定。
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第 1 章　終了時評価調査団の派遣

1 － 1　終了時評価調査の背景・経緯

1989 年の旧共産主義体制崩壊以降、ブルガリア共和国（以下、「ブルガリア」と記す）はいまだ

中央集権的な計画経済から市場経済への移行期のなかにある。同国政府は良好な経済的環境と産

業構造を築こうとしており、経済改革に着手してきた。しかしながら、同国経済は 1997 年までマ

イナス成長を記録し、中欧諸国のハンガリーやチェコのように外国直接投資の誘致による経済成

長を果たすことができず、市場経済化を果たすためには、より一層の努力が必要とされていた。

このような背景の下、ブルガリア政府は日本政府に対し、同国における産業政策の作成・開発に

かかわる支援を要請した。

この要請を受け、国際協力事業団（JICA）は、1999 年 7 月に事前調査団を派遣し、要請内容、プ

ロジェクトの目的、供与すべき投入項目、協力期間について協議を行った。その結果、3 名の長期

専門家派遣（産業競争力強化、中小企業振興、輸出振興）を軸に、各分野において短期専門家を派

遣する旨の討議議事録（R ／D）を締結し、1999 年 9 月から 3 年間のプロジェクトを開始した。そ

の協力目的は、同国にとって望ましい産業構造のあり方とそのために必要な産業政策を明らかに

し、また同国政府の政策担当部局への提言（政策形成支援）を通じて、産業競争力強化、中小企業

振興、輸出振興の 3 分野における産業政策の整備・改善・開発を図ることにあった。

プロジェクト開始から1 年後の2000 年 9 月、2 年後の 2001 年 9 月には、活動と実施体制の確認、

実施上の問題点・要望等の調査を行うことを主な目的として、それぞれ運営指導調査団、計画打

合せ調査団を派遣し、プロジェクトの中盤において、以後の投入の詳細を確認・策定する旨のミ

ニッツが日本・ブルガリア両者の間で署名された。なお、2001 年 9 月の計画打合せ調査では、当

初目的であった政策形成支援に追加して、ブルガリア経済省の組織能力向上（キャパシティービ

ルディング）を目的に加えることが合意された。また、この新たな目標を達成するため、残り 1 年

の協力計画において延べ 8 名の短期専門家の派遣、国別特設研修の立ち上げが策定され、大幅な

投入が新たにプロジェクトに盛り込まれた。

2002 年 9 月、当初の協力予定期間である 3 年が経過したため、本プロジェクトの終了時評価調

査団を派遣することとなった。

本プロジェクトの協力の概要（上位目標、プロジェクト目標、期待される成果）は以下のとおり

である。
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上位目標

競争力のある産業構造の構築に寄与する産業政策が継続的に開発・改善される。

プロジェクト目標

①産業競争力強化、②中小企業振興、③輸出振興分野において、経済省及び他の関係機関に

より、適切な産業政策の開発・改善が行われる。

期待される成果

1. 実際の産業政策の策定が促進、改善される。

2. ①産業競争力強化、②中小企業振興、③輸出振興分野における産業政策を効率的に開発す

るための手法が研究される。

3. 産業政策を計画・開発するためのカウンターパート職員の実践的技術が向上する。

なお、JICA は本プロジェクトを円滑かつ効果的に実施するために、国内の大学、シンクタンク、

調査研究機関などがもつ専門知識、経験、関連人材情報を総合的に活用する目的で、国内支援委

員会を 2000 年 1 月に設置している。同委員会は以下の 6 名の委員により構成された。

（委員長） 西村　可明 一橋大学経済研究所 所長

（委　員） 足立　芳寛 東京大学工学部 教授

海堀　昇平 中小企業総合事業団調査・国際部国際交流課 課長

田村　修二 開発技術学会 理事

難波　　修 元日本貿易振興会アジア経済研究所地域研究部 研究員

渡辺　博史 ロシア東欧貿易会東欧部 部長

1 － 2　終了時評価調査の目的

（1）3 年間にわたる投入実績、活動成果及び目標達成度（技術移転状況）を改めて取りまとめ、そ

の結果を検証することにより、本プロジェクトの成果を評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点から総合的に評価する。

（2）本プロジェクトの総合評価から教訓を導きだし、今後の類似技術協力事業の計画・実施の改

善に役立てる。

（3）以上の結果を踏まえ、ブルガリア側実施機関に対する提言を行う。



─ 3 ─

1 － 3　評価調査団の構成

  担当分野 氏　名 所　属

団長／総括 西村　可明 一橋大学経済研究所　所長／国内支援委員会 委員長

評価企画 水口　　大 国際協力事業団　アフリカ・中近東・欧州部　中近東・欧州課

評価分析 高沢　正幸 株式会社レックス・インターナショナル　開発計画コンサルタント

1 － 4　評価調査の方法

本件終了時評価調査は、日本側評価調査団とブルガリア側の代表関係者で構成された合同チー

ムによる評価調査である。評価調査は JICA 事業評価ガイドラインに基づき実施した。本プロジェ

クトの開始当初よりプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）が作成されていなかったた

め、本調査に先立ち日本側評価調査チームはこれまでのR ／D 及びM ／M に基づき評価用 PDM

（PDMe：付属資料 1 の討議議事録を参照）を作成するとともに、以下の評価 5 項目（妥当性、有効

性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から評価デザインを作成し、評価グリッド（付属資

料 1 の討議議事録を参照）に沿って本件プロジェクトにかかわる情報を集めた。情報収集手段と

しては、各種報告書（R ／D、M ／M、専門家報告書、投入計画表、その他）を基本資料とし、更

に長期専門家、カウンターパートへのアンケート調査及びヒアリング調査による情報を基にして、

日本・ブルガリア両者の協議のうえ、合同評価報告書を作成した。

（1）妥当性

プロジェクトの計画・目標・活動が、ブルガリアのニーズ及び同国政府の開発政策と一致

しているか否かを検証する。

（2）有効性

当初計画と照らし合わせ、プロジェクト目標がどの程度達成されたか、その達成度がプロ

ジェクトの実施による結果であるか、またプロジェクトが目標を達成するにあたっての阻害

要因や促進要因があったかどうかを検証する。

（3）効率性

実施の枠組みにおける日本・ブルガリア双方の投入が、その質・量・投入時期の観点から、

どの程度効率的に成果へと転換されたかを検証する。また併せて、実施体制が効果的にプロ

ジェクトを運営できたかを検証する。
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（4）インパクト

プロジェクトの実施による間接的効果を、肯定的、否定的の両面から検証する。また、上位

目標がどの程度達成されているかについても検証する。

（5）自立発展性

プロジェクトによって移転された技術・成果が、プロジェクト終了後、どの程度に持続、発

展されるかその潜在性を検証する。
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第 2 章　評価結果

2 － 1　プロジェクトの分野別活動実績要約

2 － 1 － 1　産業競争力強化

本分野においては「産業競争力強化」長期専門家（2 年）を中心に、延べ 5 名の短期専門家の

派遣により協力が実施された（付属資料 3 参照）。1999 年 9 月のプロジェクト開始当初より、長

期専門家が派遣できなかったため、1999 年 10 月には短期専門家によるコンサルティングを実施

し、同国産業政策計画の問題点を確認・指摘した。

2000 年 5 月には長期専門家が派遣された。同専門家により、同国における産業政策の策定の

根本となる産業統計調査の実施が提言され、それ以来、日常的なセミナーやアドバイスを除け

ば、本分野における協力は、産業調査の実施と分析がその活動のほとんどを占めている。産業

調査は、短期専門家などによる企業訪問調査などに加え、コンサルタントを活用した大規模な

企業アンケート調査を 2000 年度と 2001 年度の 2 回実施し、その結果は報告書としてまとめら

れている。特に、第 2 回の産業調査は、前回調査と比較し、調査対象企業の規模の拡大（900 社

から 2,000 社へ）、質問項目の妥当性ともに改善され、その実施手法はある程度ブルガリア側に

移転されたと思われる。しかしながら、これらの調査結果を分析し、政策策定の情報源とする

までの活動及び技術移転には至らず、結果的に、日本側の直接的な協力によりブルガリアの産

業政策が策定されるまでには到達しなかった。

2 － 1 － 2　中小企業振興

本分野においては、「中小企業振興」長期専門家（1 年）を中心に、短期専門家 6 名の派遣によ

り協力が実施された。当初、長期専門家の派遣は、2 年を想定していたが、人選の遅れにより派

遣が実現したのはプロジェクト開始から 1 年半が経過した 2001 年 3 月であり、中小企業庁に対

する投入の遅れが見られた。そのため、本分野においては、1999 年 11 月及び 2000 年 5 月に短

期専門家を派遣し、現状調査、ワークショップなどを行ったが、本格的な技術移転及び中小企

業振興活動に到達することはできなかった。

また長期専門家が派遣されたあとも、現状の調査・確認及び日常的なカウンターパートへの

指導以上の具体的な政策策定活動に関する実績がほとんどなく、その成果は目に見える形で確

認されない。またプロジェクトの終盤に、ビジネスインキュベータ、中小企業経営ノウハウ、地

域開発機関協会能力向上等の指導科目で短期専門家が派遣されたが、全体として継続的な活動

を行うことはできず、単発的な現状調査及び提言にとどまり、政策の策定には至っていない。
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2 － 1 － 3　輸出振興

本分野においては、「輸出振興」長期専門家（2 年）を中心に、短期専門家 3 名の派遣により協

力が実施された。長期専門家の派遣は、2001 年 1 月と遅れたため、2000 年 4 月に短期専門家を

派遣することでカバーを試みたが、その時点では現状調査及び提言以上の成果は得られなかっ

た。しかしながら、長期専門家到着後は、同専門家を中心に、カウンターパートの輸出振興庁

とともに、迅速に輸出振興環境の整備に着手し、主に対外的な情報発信ツールの開発（輸出業者

名鑑及び潜在的下請け企業名鑑作成による情報整備、ブルガリア国内産業情報CD-ROM 等）で

成果を残した。これらは実際にブルガリア側に頻繁に活用され、これらツールの開発・更新は、

プロジェクト終了時点で既に、ブルガリア側のみで実施できるレベルに達しており、その活動

は高く評価されている。また本分野における貿易保険、輸出金融の短期専門家は、長期専門家

と連携をとり、短期間ながら的確に現状を分析し、実践的な提言を示した。

政策の形成という観点からの成果の確認が難しいが、カウンターパートの能力向上も含めて、

実際の輸出振興業務の実施レベルにおいて大きな成果を残したといえる。

2 － 1 － 4　その他の活動

上記の 3 分野にそのまま分類されないが、プロジェクトの最終年に、経済政策アドバイザー

（経済大臣アドバイザー）として 3 回派遣された短期専門家は、ブルガリア側がその時々に抱え

る個別課題（世界銀行の借款に関する分析・提言、民営化に関する分析・提言、中小企業信用保

証制度の設立支援など）に対して、まさに政策レベルで効果的なアドバイス・提言を行い、それ

らはブルガリア側から高く評価されている。特に、同国内の銀行は、外国でほとんどの資金運

用をし、同国中小企業に資金が流れない構造を読みとり、その結果として提言した中小企業信

用保証制度の設立（2002 年 9 月時点で進行中）は同国内の中小企業の発展にとり、必要不可欠

なものである。

また、本プロジェクトの枠組みに対する直接的な投入ではないが、資金協力連携アドバイザー

として派遣された長期専門家（2 年）は、プロジェクトの調整役としてブルガリア側との連絡調

整及び短期専門家の受入れ手配などのロジ業務を担当し、プロジェクト実施面において貢献し

た。また同専門家は産業調査の実施にかかる指揮をとり、他の長期専門家を広くサポートした。

2 － 2　目標・計画・活動の妥当性

ここでは本プロジェクトの計画及び目標が、ブルガリア（受益者）のニーズと整合性がとれてい

たか、また実際の投入（活動）がプロジェクト計画及び目標にとって妥当なものであったかを検証

する。
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（1）目標の妥当性

本プロジェクトの目的として位置づけられている、ブルガリア産業の競争力強化に寄与す

る産業政策の開発・改善は、同国の“National Economic Development Plan 2000-2006”1）と

“Industry 2002 Program”にて優先分野とされており、その優先度の高さはプロジェクト開

始時期から変更されていないことが本調査においても確認された。またプロジェクトの概念

的枠組みは、当初よりこの優先度に従い計画されたものであり、ブルガリアのニーズに直接

応えるものであった。また、プロジェクト開始前には、ブルガリアのマクロ経済は安定傾向

を示し始めており、産業政策に取りかかる段階として適切であると判断される。

また、コメコン市場を失った同国は新たな市場開拓による経済発展をめざす必要があり、「産

業競争力強化」「輸出振興」「中小企業振興」に焦点を当てることは妥当な分野選定であったと

いえる。特に、近年はブルガリア経済大臣をはじめとして外国投資の促進が謳われており、そ

れらの構成要素となるこれら 3 分野における発展は必須である。

（2）計画・活動の妥当性

R ／ D 締結当初、ブルガリア政府の期待は本プロジェクトにより実践的な産業政策の開発

がなされ、それに伴って産業政策策定の実用的考え方、提案、計画手法が明らかになること

であった。日本側もそれを意図して投入を計画し、その旨合意している。

しかしながら、今回の調査の結果、PDM の成果 1（産業政策の策定が促進され、改善され

る）のレベル、つまり政策策定支援の領域においては、1 名の数次派遣短期専門家「経済政策

アドバイザー」による活動以外では、政策策定の具体的な成果に乏しく、成果が十分に達成さ

れていないことが確認された。

本プロジェクトの重点分野である産業競争力強化、輸出振興、中小企業振興の 3 分野にお

いて、政策策定の具体的な結果まで至らなかった主たる原因は、ブルガリア側に責任分担が

はっきりとした政策策定担当部局が整備されておらず、カウンターパートの配置も、直接の

政策策定担当者ではなかったという先方の人員配置体制もさることながら、ブルガリアの現

状を短期間で把握し、効果的な産業政策の策定活動まで結びつけるという、高度な問題に取

り組むに足る資質を有した専門家を適切な時期に配置することができなかった日本側の実施

体制にあるといえる。この根本的問題はプロジェクト開始前に検証されるべきものであった

が、結果からそれは十分になされていなかったと判断される。したがって、プロジェクトの

概念的枠組みの妥当性はある程度確保されるものの、具体的な計画・活動のレベルにおいて

は、ニーズに対して妥当性を欠いた。

1）この計画のなかに、「2000 ～ 2006 年の第 2 次開発における機軸は、ビジネス環境を改善してブルガリア経済の

競争力のレベルを上げること」という記述がある。
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しかしその一方、PDM の成果 2（産業政策の策定手法にかかわる知識の習得）と成果 3（習得

した知識をもって実用できる技術）のレベル、いわゆるブルガリア側カウンターパート職員の

能力向上（キャパシティービルディング）の領域においては、程度の差はあるものの、専門家

は成果達成に貢献する活動を行い、ブルガリア側からの評価も高い。

また特に活動分野を主要 3 分野に限ることなく、3 次にわたり派遣された「経済政策アドバイ

ザー」専門家による活動は、短期派遣であったにもかかわらず、本質的な政策支援として高く評

価されている。これはまさに成果 1 のレベルにおいてブルガリア側の期待に応えたものであり、

当初からの目的であった政策の中枢支援において実績を残したため、活動の妥当性を立て直す

適切な投入であった。また 2001 年 9 月に、新たなプロジェクト目標の 1 つとして付け加えられ

た「カウンターパート職員の能力向上（キャパシティービルディング）」を達成するため、国別

特設研修「ブルガリア産業政策」コースが立ち上げられたが、2002 年度に 8 名の研修員を受け

入れ、その内容は研修員から高い評価を得た。

2 － 3　活動の有効性（目標達成度とプロジェクト活動の貢献度）

ここではプロジェクト目標がどの程度達成されたか、また本プロジェクトの投入による各種活

動がどのような成果を残し、それが目標達成にとってどの程度貢献したのかを検証する。また併

せて目標達成を促進又は阻害した要因を解明する。

プロジェクト目標「①産業競争力強化、②中小企業振興、③輸出振興分野における政策提言によ

り、経済省及び他の関係機関により適切な産業政策の開発・改善が行われる」の達成度は、長期専

門家が派遣された 3 分野においては、上述のとおり、まとまった政策策定の結果が目に見える形

で（例えば政策文書の形で）作成されず、期待された目標まで十分に到達することができなかった

と考えられる。しかし、短期専門家として数次派遣された経済政策アドバイザーの提言はブルガ

リア側にも非常に高く評価され、経済政策の中枢における重要な貢献である。

本プロジェクトによる活動が実際に残した成果は以下のとおりである。

（1）長期・短期専門家による各種のインハウスセミナーや日常業務でのアドバイスを通じ、市場

経済化における政府の果たすべき役割に関する知識を関係者内に普及させた。また個別カウン

ターパート研修、2002 年度から 3 回計画で投入された国別特設研修を通じ、広く経済省、輸

出振興庁、中小企業庁の担当職員に対して、実際の市場経済のあり方を効果的に伝え、将来め

ざすべき方向性を実例により理解させた。

（2）産業調査の実施により、産業の現状を把握する情報の収集、分析に関する技術をある程度定

着させた。

（3）製造業分野の企業カタログ「パノラマ」（Panorama of Bulgarian Manufacturing Industry）
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の共同作成により、製造業者の実状をまとめ、分析する手法を定着させた。

（4）輸出振興の分野で、「ブルガリア国内産業情報CD-ROM」「輸出業者名鑑」「潜在的下請け企

業名鑑」などを共同作成し、ブルガリアの輸出業者を対外的に宣伝するツールを整えた。これ

らは使用頻度が高く、特に「ブルガリア国内産業情報CD-ROM」は同国から海外に外交団を派

遣する際、また逆に海外から外交団を受け入れる際に配布するなど、高い活用度を見せている。

（5）各種短期専門家（指導科目は付属資料 3 の「プロジェクトの投入実績」を参照）の活動によ

り、各分野における特定課題の分析と、改善のための提言が行われた。

（6）短期専門家「経済政策アドバイザー」の数次派遣により、ブルガリア経済大臣以下主要な政

策担当者に対して、効果的な経済政策への提言を行った（マクロ経済分析、金融セクター分析、

民営化に関する分析・提言、中小企業信用保証制度の設立支援、世界銀行との借款交渉に関す

る分析提言、省内啓発セミナーなど）。特に中小企業信用保証制度の設立は、銀行の貯蓄が国

内の中小企業にほとんど流れないという同国の金融システムと経済発展の悪循環を打破するも

のとして、大いに評価できる功績であるといえる。

以上の活動・成果によりカウンターパートは、産業政策策定につながる調査、環境整備などの

手法・技術をある程度習得した。しかしながら、プロジェクトの直接的な貢献によって、彼らが

そこから独自に分析を行い、ブルガリアの現状に即した適切な政策を策定できるレベルには到達

したとは判断できる材料は見当たらなかった。ただし、以上の成果が、間接的に今後適切な産業

政策の策定を実現するうえで重要な蓄積となることは間違いなく、政策策定に至る各種素地をつ

くり上げるのに貢献したものとして評価することができる。

なお、本調査の結果、本プロジェクト目標の達成を妨げた要素として、以下の阻害要因が確認

された。

（1）今回主要 3 分野において長期専門家が各 1 名ずつ派遣されていたが、経済産業省人選による

専門家のリクルートは困難を極め、「産業競争力強化」長期専門家が最初に派遣されたのがプ

ロジェクト開始後 8 か月目の時点、3 分野の長期専門家がすべて派遣されたのは 18 か月目の

時点である。結果として、ブルガリア側においても、適切なカウンターパートの選定・配置の

不備が見られ、プロジェクト開始と同時に政策を策定できる地位にいるカウンターパートが配

置されていなかったことが確認された2）。

また、プロジェクト実施期間中に政権交代による大臣、副大臣の更迭があり、プロジェクト

終了時に在任していた大臣、副大臣は2001 年 7 月の政権交代時から本プロジェクトにかかわっ

2）ブルガリア経済省においては、実質上政策策定は大臣及び副大臣レベルで行われており、担当職員レベルのボ

トムアップによる政策策定プロセスはプロジェクト終了時点においても確立されていない。
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たことになる。以上のことは、共通の目的をもって活動を行うチームとしてのまとまりを阻害

する要因となり、チーム内の意思統一も図り難かった。

（2）日本と事情の異なるブルガリアの現状を短期間で理解し、それを踏まえて適切な産業政策

を策定できるような資質を十分に備えた専門家を配置することができず、結果として活動自体

も政策策定の事前情報収集やカウンターパート職員の啓発活動による能力向上など、実際の政

策策定から見れば側面的な支援にほぼ終始した。政策の中枢支援という本件プロジェクトの基

本的業務指針につき、一部の日本人専門家に認識のズレがあったと考えられる。

プロジェクト開始当初、ブルガリア側は、国家経済開発計画（National Economic Develop-

ment Plan：NEDP）に関係する産業政策の作成に直接貢献してもらうことを期待していたが、

日本側はカウンターパートの人材育成に重点を置いて活動していた。これは、経済省が将来産

業政策を独自に策定するためには、政策策定にかかわる人材を育成することが重要であると考

えていたためだが、直接的な政策策定支援の面がおろそかにされていた面がある。2001 年 9 月

に第 2 次運営指導調査団が現場のプロジェクト・チームを訪問するまで、この両者の認識のズ

レは明確にされないままとなっていた。この当初目標と実際の専門家の活動の微妙なミスマッ

チがプロジェクトの効率性、及び目標達成に少なからず影響を及ぼしたと考えられる。プロ

ジェクト途中にブルガリアで政権交代があったことも重要な外部要因として考えられるが、プ

ロジェクト目標が、そもそも側面支援的なものであると最後まで考えていたカウンターパート

職員も数名いるなど、結果的に関係者の間で当初のプロジェクトに対する目的意識があいまい

なまま、プロジェクトが終了した形となった。これは、プロジェクト開始当初に、PDM の活

用などにより、徹底して意識の共有を図らなかったため、チームとして共通の目標に向かって

一貫した活動を意識し難かったことが原因の 1 つと思われる。

（3）日本側（ JICA 本部国内支援委員会、在外事務所、在外公館）のプロジェクトの運営支援体

制は不十分であった。日本側実施体制（ JICA 本部及び国内支援委員会、在外事務所、在外公

館）は継続的にプロジェクトの進捗状況をモニタリングできなかった。また、2001 年 9 月の計

画打合せ調査の時点で改めて計画を見直し、投入を追加したものの、上述の根本的問題に対し

柔軟に対応し、軌道修正することが十分にできなかった。

2 － 4　投入・実施体制の効率性

ここではプロジェクト計画の枠組みのなか、日本側投入による専門家派遣、研修員受入れ（カウ

ンターパート研修、国別特設研修）の質・量・投入時期が効率的であったかを検証する。また併せ

てブルガリア側の実施・人員配置体制や、日本側プロジェクトの支援体制（国内支援委員会、経済

産業省、外務省、現地大使館、JICA 駐在員事務所、JICA 本部）が効率的にプロジェクトを運営で

きたかを検証する。
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投入量に比べて成果の達成状況を考慮すると、効率性は高いとはいえない。特に長期専門家の

配置は、効率性とともに適時性を欠いた。上述のとおり、主要 3 分野の専門家がそろったのがプ

ロジェクト開始後 18 か月過ぎた時点でのことであり（3 年間のプロジェクトの折り返し点）、これ

は効率性の観点からも大きなマイナス要因であると判断される。

また短期専門家の派遣については、結果的に 3 年間で 19 名（産業競争力強化分野 5 名、輸出振

興分野 3 名、中小企業振興分野 6 名、その他 5 名）という大規模な投入を行った。これを派遣年度

別で見ると、1999 年度に 2 名、2000 年度に 5 名、2001 年度に 6 名、2002 年度に 6 名派遣されて

いる。特に2002 年の 1 月～ 9 月の 9 か月間に半数以上の10 名の派遣が集中しているのは、2001 年

9 月の計画打合せ調査により新たな投入が追加されたことによるものである。

短期専門家は、そのほとんどが 1 か月未満の派遣期間となっていた。これは分野別の特定課題

に対するピンポイントの投入であったが、プロジェクト実施体制が不十分ななかで、1 か月でブル

ガリアの現状を把握し、それに対して適切な提言を打ち出すのは困難であったと思われ、各分野

を担当している長期専門家のフォローが必要であった。短期専門家のうち、長期専門家の適切な

サポートにより評価の高い成果を残した例もあったが、特に中小企業振興分野では短期専門家 6 名

中 5 名が長期専門家の活動期間と全く、又はほとんど重なっておらず、そのため長期専門家のサ

ポートが得られなかった。カウンターパート等へのインタビュー調査において、中小企業分野で

の短期専門家の活動に対するブルガリア側の評価が得られなかったのは、それも一因であろう。

またブルガリア側の投入も、日本側の投入の遅れに影響を受け、適切な人材の配置に遅れをとっ

た。これら双方の人員配置の遅れや、前述の目的意識の認識のズレが相互に悪影響して、技術移

転を実施するうえで望ましい実施体制が十分に形成されなかった。またこれらの実施体制を適切

に修正しえなかった日本側の実施体制の薄弱さも効率性を損ねた要因の 1 つである。

一方、カウンターパートの訪日研修は、市場経済下のビジネス環境（民間企業の支援システム、

地方政府の役割、中小企業振興のための制度策定等）を研修者が直接知るうえで非常に有効であっ

た。これは、理論に加えて、日本の市場経済における産業政策の事例を目にすることで、実践的

知識を得るための研修であるが、研修経験者の今後の活動に肯定的な効果を与えると思われ、市

場経済化を理解させるうえでは効果的な投入といえる。ただし、国別特設研修の開始がプロジェ

クトの最終年となり、効率性の観点からは、プロジェクトの前半又は中盤に訪日研修に参加させ、

カウンターパートを再び現場において専門家が指導する形が望ましかったといえる。また、研修

員の選考について、なかには必ずしも産業政策担当の職員が推薦されなかった例もあり、今後ブ

ルガリア政府が適切な人材を候補者として選考するよう促す必要がある。

2 － 5　プロジェクトの成果が及ぼした間接的効果（インパクト）

ここではプロジェクトの及ぼした間接的効果（上位目標レベルでの効果）とその他周辺の間接的
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効果（プロジェクト目標外での正・負の影響）を検証する。

最終的な裨益者（企業、輸出事業者、中小企業事業者）への効果は今回の調査では確認されな

かった。これは、そもそも政策支援という目標自体が達成されておらず、現在のブルガリアのマ

クロ経済成長が、本プロジェクトの活動によるものであると検証することが極めて困難であるた

めである。また、政策支援という性質上、効果発現には時間を要する面もある。例えば、経済政

策アドバイザーが設立支援を行った中小企業信用保証制度（Credit Guarantee Scheme）の効果の

発現は中期的であり、すぐに目に見えるものではない。

しかし、政策中枢支援とはいえないが、プロジェクト活動を通じて発行された輸出業者名鑑、ブ

ルガリア国内産業情報 CD-ROM、潜在的下請け企業名鑑、ブルガリア輸出振興庁（Bulgarian

Trade Promotion Agency：BTPA）のパンフレット等は既に正の効果を生んでいる。実際、これ

らの出版物の発行により、外国企業が BTPA に対してブルガリアの企業を紹介するよう尋ねられ

た件数がおよそ 1,000 件から 2,000 件に増加したという具体的な数字上の実績も聞き取ることがで

きた。今回のプロジェクトで主に実績を残した、これら手法開発に係る技術移転については、以

前にはほとんど存在していなかった手法であるが、今回のプロジェクトの成果として技術的定着

度も高いものが多い。現地の事情に併せて開発されたこれらの手法は、流動的で一過性の政策支

援に比較しても、今後間接的な好影響を及ぼす可能性がある。

また、本邦研修（個別カウンターパート研修、国別特設研修）の効果についても、ブルガリア経

済省の若い人材が、実際に市場経済が定着している日本の現場で観察した事例から得た経験は大

きく、潜在的なインパクトを有すると考えられる。

2 － 6　自立発展性

ここでは、プロジェクトで移転した効果の今後の発展性・潜在性の見通しを、産業競争力強化

に向けた総合的な政策策定プロセス改善の潜在性から検証する。

人的資源の面から見ると、ブルガリア側カウンターパート職員はプロジェクトを通じて、政策

を策定するためには生の情報の収集・分析が必要であることを認識し、実際に日本人専門家とと

もに産業調査を実施している。また、実際の具体例として、輸出振興ツールを独自で情報更新し、

活用をしていることもあり、いくつかの活動は技術的に定着している。これをブルガリア側が継

続していくことは、今後もカウンターパート職員ら活動によって継続可能と考えられ、自立発展

性は高い。ただし、これらを継続するには資金が必要であり、今後政府から財政面でいかに支援

されるかにもよる。

またプロジェクトで期待されるべき成果である産業競争力強化、中小企業、輸出振興分野にお
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ける具体的な政策形成面の自立発展性という面では、終了時評価調査の段階では、確認できる実

例がなかった。ただし経済政策アドバイザーの貢献により、いくつかの個別政策・制度〔中小企業

信用保証制度、事業推進銀行（Business Encouragement Bank：BEB）の役割強化等〕が採用され

る可能性は大きい。

制度面においては、いまだ政策が大臣や副大臣など高レベルにおいて策定されており、ボトム

アップによる政策立案が制度化されていない。またブルガリア経済省の人事異動が激しく、大臣

が交代すると、そのまま副大臣の交代が伴うケースが多い。その意味で、政策支援という観点か

らの継続性は保証されるものではないが、具体的な手法や成果物はブルガリア経済省にしっかり

と蓄積されており、今後大臣、副大臣レベルの交代があっても、継続的に効果を発揮するものと

思われる。
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第 3 章　評価結果の総括

3 － 1　評価総括

日本及びブルガリア側で構成された合同評価チームは、本プロジェクトが経済省や関係機関に

おいて、政策作成、政策の計画手法の開発、カウンターパートの実用的技術の改善にある程度貢

献していると判断し、プロジェクトが予定どおり 2002 年 9 月をもって終了することを討議議事録

（ミニッツ）において合意した。

（1）目標達成度及び成果

ミニッツにおいて評価チームはプロジェクト目標が十分に達成されたとは判断していない。

その理由は、長期専門家が派遣された 3 分野において、まとまった政策策定の結果が目に見

える形で作成されなかったからである。プロジェクト目標レベル（成果 1 のレベル：実際の効

果的産業政策の本質的策定支援）では、短期専門家「経済政策アドバイザー」の提言がブルガ

リア側にも非常に有効と判断され、実際に形となって具体化されようとしていることがあげ

られるのみであり、それ以外に政策として具体的な形となっているものは確認されない。

しかしプロジェクトは、成果 2（産業政策策定に係る手法の検討）及び成果 3（カウンター

パート職員のキャパシティービルディング）のレベルでは着実に技術移転に貢献した。2 回に

わたる産業調査の実施（2001 年、2002 年）、製造業分野の企業カタログ「パノラマ」の作成、

輸出振興のための輸出業者名鑑作成、ブルガリア国内産業情報CD-ROM 及びパンフレット作

成、潜在的下請け企業名鑑など、政策を形成するうえで重要な活動の実績は多岐にわたり、し

かもそれらは現地側で版を重ねるなど技術的定着を見せている。これは技術移転の観点から

は大いに評価できる。結果的に、これら協力に対するブルガリア側の評価は非常に高い。

以上により、目標達成及び効率性という観点からは、改善すべき余地は多いが、ブルガリ

ア経済省をはじめとする産業政策関係諸機関において、様々な政策策定ツールを定着させた

こと、またそれらを実施する職員のキャパシティービルディングの面から見れば、多くの成

果を残すことができたと思われる。また経済政策アドバイザーによる中小企業信用保証制度

の設立は、銀行の貯蓄が国内の中小企業にほとんど流れないという経済の悪循環を打破する

ものとして大いに評価できる功績であるといえる。

（2）プロジェクト実施体制の問題点

一方、当初の目的である上記 3 分野における具体的な政策形成までに至らなかったことは、

様々な要因が考えられるものの、その根本的な原因は上述のとおり専門家の人選体制及び案

件の進捗管理体制の弱さにあったと思われる。
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また専門家の活動についても、日本と事情の異なるブルガリアの現状を短期間で理解し、そ

れを踏まえて適切な産業政策を策定できるような資質を十分に備えた専門家を配置すること

ができず、結果として活動自体も政策策定の事前情報収集やカウンターパート職員の啓発活

動による能力向上など、実際の政策策定から見れば側面的な支援にほぼ終始する結果となっ

た。それに伴って、ブルガリア側からの人員配置も積極性を欠いたことは残念である。

以上のような状況にあって、日本側〔JICA 本部（含む国内支援委員会）、在外事務所、在外

公館〕のプロジェクトの運営自体もまた十分とはいえなかった。プロジェクトの目標と実際の

活動の関連性に関して、より頻繁にモニタリングや指導が行われるべきであった。プロジェ

クト途中にブルガリアで政権交代があったことも外部要因として考えられるが、プロジェク

ト目標が、そもそも側面支援的なものであると考えていたカウンターパート職員も数名いる

など、結果的に関係者のあいだで当初のプロジェクト目的意識があいまいなままプロジェク

トが終了した形となった。この当初目標と実際の専門家の活動の微妙なミスマッチがプロジェ

クトの効率性及び目標達成に少なからず影響を及ぼしたと考えられる。

以上の結果は実施体制側の努力によって改善されるべきものであり、今後同様の案件の計

画・実施に当たっては、次の教訓を徹底することが重要である。

3 － 2　同様のプロジェクトを計画・実施する際に考慮すべき教訓

以上の評価結果から導き出される今後のプロジェクト実施に対する提言は以下のとおりである。

（1）本件のような知的支援においては、特に専門家の資質・適性がプロジェクト成功の正否を握

る。指導科目に適した人材を適時に派遣するため、柔軟で機動的な人選体制を強化するべきで

ある。また、プロジェクトの採択に当たり、事前に国内で調達可能な人材を十分把握し、専

門家として派遣できる人材の範囲内でのプロジェクト内容に絞り込むことも重要である。

（2）プロジェクト目標を関係者間に徹底して共有することが重要である。特に、めざすべき到達

点が抽象的になりがちな知的支援においては、常に目的意識に関する関係者間の情報交換・情

報共有が必要となる。そのためにはPDM の作成等により、目標と活動の論理性を明確化し、関

係者間でその目標を共有すること、またそれぞれの役割を相互認識することが必要である。な

お、当初のプロジェクト目標が途中で妥当性を欠くと判断される場合には、関係者すべての合

意の下で変更を行い、それがまた関係者間に徹底されなければならない。

（3）プロジェクトのより効率的な進捗管理を実現することが重要である。現状では本邦による

モニタリングは、現地から定期的に書面での報告を受けるほか、年 1 回程度運営指導調査団を

派遣する程度が実質上限界であるため、在外における案件実施管理を更に強化する必要がある。

現地において計画段階で合同調整委員会を組織し、プロジェクト活動の進捗、専門家活動の評
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価につき、先方関係機関との定期的な協議を行う体制を整えることが望ましい。更には目標達

成を重視し、投入については柔軟に対応を行う体制を整えることが必要である。以上が整備さ

れない限りは、プロジェクトの成果はそのまま専門家の活動次第となるおそれが強く、今後よ

り一層の監理体制の強化が望まれる。

3 － 3　本プロジェクト後に考慮されるべき提言

本プロジェクトで得られた成果をプロジェクト終了後も効果的に活用し、引き続き産業競争力

の強化に資するため、ミニッツにおいて以下の点が提言された。

（1）ブルガリア経済省、中小企業振興庁、輸出振興庁は、本件プロジェクトで開始された産業調

査、製造業分野の企業カタログ「パノラマ」（Panorama   of   Bulgarian   Manufacturing

Industry）、輸出業者名鑑、ブルガリア国内産業情報CD-ROM、潜在的下請け企業名鑑の改訂

を継続し、今後これら開発された手法を産業政策の作成につなげていくべきである。

（2）経済省、中小企業振興庁、輸出振興庁は、プロジェクトで得た経験・知識を継続的に普及さ

せ、職員及び関係者の人材育成の強化を図るべきである。

（3）より適切な産業政策を作成するうえで、公共セクターと民間セクター間の情報交換・対話を

維持・継続すべきである。

（4）日本側は、2003 年度と 2004 年度に実施する予定の国別特設研修「ブルガリア産業政策」コー

スの内容につき、ブルガリア側と事前に協議する必要がある。

3 － 4　今後のブルガリアに対する市場経済化支援分野協力の方針

3 － 4 － 1　国別特設研修「ブルガリア産業政策」コース（2003 年度、2004 年度）の実施について

ミニッツには記載されていないが、今回の調査におけるインタビューのなかで、国別特設研

修「ブルガリア産業政策」コースの研修内容に関し、より実用・実践的なカリキュラムを希望す

る旨が日本側に伝えられた。具体的には、外国直接投資促進にかかる活動、組織のキャパシ

ティービルディングの手法、輸出振興の手法、経済統計データ整理・分析手法の分野があげら

れた。本プロジェクトで移転した技術から一歩踏み込んだ、実際の政策の策定プロセスでの技

術移転が求められているようであり、以上を踏まえて2003 年度、2004 年度の実施の際に研修内

容を考慮する必要がある。そのため、今後、研修項目を組む際には、事前にブルガリア側へ確

認をすることが望ましい。

3 － 4 － 2　重要政策中枢支援後の協力

（1）マクロ経済からミクロ経済における支援へ

1998 年にプラス成長に転じて以来、2002 年 11 月現在まで、ブルガリアのマクロ経済成
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長は安定を見せている。しかしながら、資金調達などをはじめとする中小企業経営者の基

本的経営手法レベルにおける課題は多い。このまま継続的にマクロ経済成長を遂げるため

には、国内経済を下から支える中小企業各々の競争力強化が必要となるだろう。その意味

で、政策支援を経済の上流レベルにおける協力と見なすならば、今後は、経営管理手法の

普及など、経済活動の主体である民間企業への直接的協力による下流レベルの協力に着手

することが望ましい。

（2）地域経済振興の必要性

ブルガリアにおいても、首都ソフィアにおける経済の一極集中が発生している。かつて

のブルガリア主要産業であった農業部門のGDP に占める割合の減少が見られ、農村地帯の

経済は深刻である。その一例として、都市における失業率は 10％程度であるにもかかわら

ず、地方部では 30％に達するところもあり、顕著に地域格差が現れているといえる。市場

経済化の負の側面ともいえるこの課題はブルガリア経済省側も認識しており、今後の重要

課題の 1 つとしてとらえられている。ブルガリアは文化観光やエコツーリズムなど、地域

にも経済発展のリソースを有しており、将来、これらを活用、発展させることにより、国家

全体の経済レベルの向上に資する協力を実施することが望ましい。
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１１１１....　調査日程　調査日程　調査日程　調査日程

日順 月日（曜日） 活動内容

1 9月 8日（日）
高沢団員（コンサルタント）移動
（LH 715便）12：15成田発　17：25フランクフルト着
（LH 3452便）19：50フランクフルト発　22：45ソフィア着

2 9月 9日（月）
9：30　JICA 駐在員事務所表敬・打合せ

11：00　日本国大使館表敬・打合せ
午　後　中嶋・舟橋専門家との打合せ、インタビュー

3 9月 10日（火）
午　前　ブルガリア側インタビュー対象者への評価手法等説明
午　後　C／P等関係者へのインタビュー調査（Ms. Dimitrova, Ms.

Radonova）

4 9月 11日（水） 全　日　C／P等関係者へのインタビュー調査（Mr. Mihailov, Mr. Geratliev,
Ms. Pishtovkoleva）

5 9月 12日（木） 全　日　C／P等関係者へのインタビュー調査（Ms.Mincheva）

6 9月 13日（金） 全　日　C／P等関係者へのインタビュー調査（Ms. Vasilev, Mr. Ivanov）

7 9月 14日（土） 西村団長、水口団員移動
（JL 407便）13：00成田発　18：00フランクフルト着（フランクフルト泊）

8 9月 15日（日） （LH 3418便）9：55フランクフルト発　13：10ソフィア着
15：00　 JICA駐在員事務所打合せ（ JICA駐在員事務所長、JICA専門家）

9 9月 16日（月）  9：30　在ブルガリア日本国大使館表敬・打合せ
14：00　評価ヒアリング：経済省カシドヴァ副大臣、経済省 EU統合局

10 9月 17日（火）

10：00　評価ヒアリング：中小企業庁スタンチェヴァ長官
14：00　評価ヒアリング：経済省ヤンコフ副大臣、
　　　経済省セクター地域別産業政策局

16：00　評価ヒアリング：輸出振興庁

11 9月 18日（水）  9：30　日本・ブルガリア産業政策フォーラム出席
15：00　ブルガリア経済省評価担当チームとの第１回ミニッツ協議

12 9月 19日（木） 午　前　ミニッツ修正作業
15：00　ブルガリア経済省評価担当チームとの第２回ミニッツ協議

13 9月 20日（金）

11：00　経済省評価担当チームとのミニッツ署名式
　　　　（西村団長、カシドヴァ経済省副大臣）
12：00　調査団長主催ランチレセプション
13：30　 JICA駐在員事務所報告
18：00　日本国大使館報告
19：00　在ブルガリア日本大使主催レセプション参加

14 9月 21日（土）
調査団移動
（LH 3453便）14：10ソフィア発　15：45フランクフルト着
（JL 408便）21：05フランクフルト発

15 9月 22日（日） 15：10　成田着
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